
































「成長‐衰退理論」（『経営志林』第 50 巻第 1 号
　2013 年 4 月）では、アベノミクス、原発問題、
草食系男子などといった、前稿「資源論」（『経























































































































































































































































































































































































































































































































































































































になる。組織の盛衰モデルが張るのは 2 ＋ 3 の


















































































































































ト』2014 年10 月21 日号、48 ～49 ページ）。
　　高コスト体質はまた、新しい組織体制への
過渡期でもある。21 世紀の世界のこの過渡期
を展望するに当たって、藻谷浩介、NHK 広島
取材班『里山資本主義―日本経済は「安心の
原理」で動く―』（2013 年、角川書店）は大いに
参考となるのではないか。
注4）
　　“資源利用”のコストパフォーマンス、生産
性に与るのがテクノロジーである。それは、組
織メンバーの知識、知悪や熟練そしてそれら
の蓄積の上に開発されるので、常に上昇、進化
している。そうしたテクノロジーのうちのた
またまタイミングに恵まれた一部のものが
“資源環境”を、そして組織体制を一新する。こ
れを本稿では“技術革新”と呼ぶ（単なる満
塁ホームランよりも、逆転サヨナラヒットの
方が価値あり、記憶されるのである）。産業革
命そして近代資本主義をもたらしたJ. ワット
の蒸気機関の改良はそうした例の一つであ
る。現代では、IT がそうしたテクノロジーと
なりうるかもしれない。
　　なお、クリストファー・ロイト著　野中香
方子訳『137 億年の物語―宇宙が始まってか
ら今日までの全歴史―』2012 年、文芸春秋
社　は総合的な地球誌であるが、テクノロ
ジーについて大きなスケールで考えるとき、
これはきわめて示唆に富み、かつイラストや
写真ふんだんな楽しい好著である。
注5）
　　唯物史観によれば、社会の発展の動因は生
産力である。その生産力はテクノロジーを
ベースとしているので、程度の差こそあれ絶
えず上昇している。したがって、社会の発展も
上昇する。ゆえに、唯物史観の歴史観は進歩史
観である。
　　他方、組織の盛衰モデルによれば、組織は技
術革新あるいは常識の更新によって再生す
る。技術革新はともかく、更新される常識は必
ずしも上昇、進化するとは限らない。したがっ
て、組織の盛衰モデルは進歩史観には懐疑的
である。
注6）
　　唯物史観におけるいま一つの代表的な循環
ルートはもちろん図4 の展開図2’、いわゆる
唯物的展開である。これはすでに論じたよう
に、技術革新による社会体制の転換を示唆す
るものである。しかし、これでは階級闘争を
主導する上で革命の主意性、主体性をアピー
ルする力に欠ける。唯物史観を論ずるに当
たってこの循環ルートが無視される理由の一
端はこの辺にあるのではないか。
48　　組織の盛衰モデル、そして唯物史観
注 7）
　　「今ある社会の生産関係がもはや生産力の
発展を助けず、その足枷になるとき、社会の
革命が起きる」なる命題を社会発展の“真”
の法則と言いうるには、少なくともそれが社
会発展の数あるケースの典型かつそれ以外に
ないことを、客観的かつ論理的に証明しなけ
ればならないのだが・・・・。
（2015.2.20）
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